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 平成 27 年 11 月 4 日に報告された第２０回医療経済実態調査の結果から医療機関の経営

状態を見ると、一般病院の損益率が▲1.7％から▲3.1％に低下し、一般診療所の損益率も

16.1％から 15.5％に低下し、精神科病院の損益率は 0.4％から 0.7％とほとんど改善しなか

った。 
民間の一般病院では、医師給与が▲2.1％と低下するなど、給与水準は抑制されているが、

給与費率が 54.5％から 54.9％に上昇している。コ・メディカル等の医療関係職種の増員に

見合う収入が手当てされていないのではないかと推察される。医療従事者の確保、処遇改善

は経済成長にも資するものであり、十分な手当てが必要である。一般病院では、流動比率

（215.8％から 198.3％）、自己資本比率（55.9％から 46.5％）などの安全性指標も低下して

いる。 
民間病院では一般病棟入院基本料 7 対 1 の赤字が▲1.3％（前々期▲0.4％）と最も大きく

なるという事態になった。必要な人材を確保し、設備投資を行って医療提供体制を維持でき

る状態にない。 
一般病院の病床規模別では、すべての規模で連続赤字となった。特に、大病院で赤字が拡

大（300～499 床▲2.0％から▲4.2％、500 床以上▲1.7％から▲3.3％）しており、前回診療

報酬改定で行われた消費税率引き上げに伴う補填が不十分であった医療機関が存在するも

のと考えられる。小規模な病院も損益率が連続して低い。 
精神科病院や療養病床を保有する病院では、医薬品等の外部支出を抑制して利益を捻出し

ているが、職員の処遇改善の余裕はない。 
療養病床に関しては、診療報酬と 100 床当たり入院収益の関係が逆転している（100 床当

たり入院診療収益は療養病棟入院基本料 1 で 782 百万円、入院基本料 2 で 824 百万円）。こ

れは他の病床の収益もあるほか、病床稼働率の違いなどが影響しているものと見られる。診

療報酬は個別の点数だけでなく、算定要件や地域性なども広く考慮する必要がある。 
一般診療所は全体で減収減益（医業収益▲0.2％、介護収益▲0.3％、差額率▲0.6％）で

ある。医療法人では院長給与を▲0.5％引き下げたが、医師（勤務医）給与の上昇（＋2.6％）

もあり、給与費率が 47.9％から 48.2％に上昇した。給与費単価だけの問題ではなく、一般

診療所でも事務職員等が増加している中、従事者の増員分を賄える収益がないものと推察さ
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れる。 
また、一般診療所では、在宅療養支援診療所の損益率が低く（医療法人・入院診療収益な

しで一般診療所 8.8％に対し在支診 7.4％）、また内科診療所で損益率が低下（入院診療収益

なし（個人▲0.7％、医療法人▲0.6％））している。前回改定で在宅医療の適正化を行った

ことが、現場で真面目に在宅医療に取り組んでいる診療所にも影響を与えたと言える。 

歯科の医療機関の大部分を占める個人歯科診療所における直近２事業年結果については、

医業収入の伸びは 0.3％で、損益差額はほぼ横ばいに留まっている。医業･介護費用につい

て、内容を見てみると「医薬品費」、「歯科材料費」が増加する一方で、「減価償却費」の減

少が見られる。消費税増税と金属代等の価格上昇を設備投資の抑制で補っている状況である。

また「給与費」の下げ止まりは人件費の削減が限界に達しているものと思われ、経営状況は

これまで同様、非常に厳しい状況であることが窺える。 
 そして、従来から言われている経営の落ち込みについて、全く回復されていないことが分

かる。個人歯科診療所における経営状況については、既に経営努力や経費削減努力が明らか

に限界に達しており、このことは設備投資面での資金にも影響を与えることが懸念され、安

全・安心を前提とした歯科医療提供体制の根幹に関わる喫緊の課題として速やかな対応が求

められる。 

保険薬局の収支状況については、収益が横ばい（個人立）もしくは低下（法人立）である

のに対し、投与日数の長期化傾向等の影響により、費用の 9割を占める医薬品費とその管理

に関する給与費が上昇した結果、開設主体の違いにかかわらず損益率は低下した（個人立▲

0.4％、法人立▲2.1％）。 

また、保険薬局の開設主体の 9 割以上を占める法人薬局のうち、同一法人の店舗数が「6

〜19 店舗」の施設を除き、いずれの区分においても損益率は低下しており、特に保険薬局

のうち、地域密着型の代表とも言える「1 店舗」および「2〜5 店舗」の施設の損益は、「2

〜5店舗」で半減、「1店舗」では赤字となり、前回改定において消費税率の引き上げに伴う

補填が行われたにもかかわらず、調査結果の数値以上に厳しい状況であることがうかがえる。 

 
以上見てきたように、今回の医療経済実態調査結果からは、平成 26 年度診療報酬改定が

実質▲1.26％のマイナス改定であったことや、消費税率引き上げに伴う補填は行われたが、

医療機関等は総じて経営悪化となったことが示された。 

 


